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令和２年度 米子市建設工事入札参加資格審査申請書提出要領（市外業者用） 

  

 米子市の建設工事の指名競争入札に参加を希望する者で市外に本店を有するものは、次の事項に注意して提出書

類を作成し、提出すること。 

 

１ 受付期間 令和２年１月１７日（金）から同年２月２８日（金）まで（日曜日及び土曜日並びに国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前９時から午後４時３０分

まで 

２ 提出先  〒683-8686 米子市加茂町一丁目１番地 米子市総務部契約検査課  

TEL:0859-23-5365  FAX:0859-23-5367  

３ 提出書類  

提出書類 
市外 

業者 
備考 

建設工事入札参加資格審査申請書（様式第１号） ○   

入札参加資格希望表（様式第２号） ○   

工事経歴書（様式第３号） △ ※１ 

■ 記載された工事の内容を確認することができるものとして、

当該工事の工事カルテの写し又は請負契約書及び仕様書等の写

しを添付すること。 

使用印鑑届（様式第７号） ○  
■ 使用印鑑は、代表者役職印又は個人印とすること。（会社印は

不可） 

市税等同意書兼誓約書（様式第８号） ○   

資本関係等調書（様式第９号） ○ ※2 

■ 米子市建設工事入札参加資格者との関係についてのみ記載す

ること（入札参加資格者については、米子市ホームページに掲載

の資格者名簿を参照すること。）。 

役員等調書兼照会承諾書（様式第１０号） ○  

■ ①法人にあっては非常勤・監査役を含む役員、②その他の団

体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者・理事

等、③個人事業者にあっては当該個人について記載すること。 

※２部提出のこと。（１部はコピー可） 

労働保険に係る誓約書（様式第１１号） ○   

営業所一覧表（様式第１２号） ○  
■ 様式の内容を満たしているものであれば、自社作成によるも

のでも可 

建設業許可通知書（写し）又は 

建設業許可証明書若しくはその写し 
○  

■ 証明書については、申請日前３か月以内に発行されたもの 

 

経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書

（写し） 
○  

■ 総合評定値が記載されたもの 

■ 審査基準日が平成３０年１０月１日から令和元年９月３０日

までの通知書 

法人にあっては、当該法人の登記事項証明書 

個人にあっては、当該個人の住民票の抄本 
○  

■登記事項証明書は、履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明

書 

■ 申請日前３か月以内に発行されたもの 

■ コピー可 

消費税及び地方消費税の納税証明書 ○  

■ 証明書様式その３又はその３の２若しくはその３の３ 

■ 申請日前３か月以内に発行されたもの 

■ コピー可 

委任状 △  ■ 年間を通じて委任する場合 

受付票返信用封筒又ははがき △  
■ 受付票が必要な場合 

■ 切手を貼って返信先を記した封筒又ははがき 

特殊工事入札参加資格審査附属書類 △  
■ 特殊工事の入札参加資格を希望する場合 

■ 特殊工事入札参加資格審査附属書類提出要領による。 

注）○：必要な書類、△：該当者のみ必要な書類 

※１ 次に掲げる場合に提出すること。 

(1) 完成工事高に２年平均を採用した直前審査に係る審査基準日前２年間に工事実績がなく、当該審査基
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準日から申請日までの間に工事実績がある場合 

(2) 完成工事高に３年平均を採用した直前審査に係る審査基準日前２年間に工事実績がなく、当該審査基

準日から申請日までの間に工事実績がある場合 

(3) 希望工種が建築一式工事（解体）、とび・土工・コンクリート工事（交通安全施設）又は内装仕上工

事（畳工）に該当する場合 

▲特殊工事の工事経歴については、特殊工事入札参加資格審査附属書類提出要領によること。 

※２ 次に掲げる場合は必要事項を記載して、該当事項がない場合は「該当なし」と記載して、提出すること。

ただし、米子市建設工事入札参加資格者との関係についてのみ記載すること。 

(1) 申請者が他者の議決権保有者（その会社の総株主又は総社員の議決権の４分の１を超える議決権を保

有する者をいう。以下同じ。）である関係  

    (2) 申請者と他者が、同一の会社の議決権保有者である関係 

    (3) 申請者の取締役（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）の規定により選任された管財人を含む。）が他者の取締役を兼ねている関係 

    (4) 申請者の取締役と他者の取締役が、同一の会社の取締役を兼ねている関係 

  (5) 前各号の関係に準ずる関係 

４ 提出方法  郵便若しくは信書便（書留等）又は持参とする。 

５ 資格の有効期間 

令和３年３月３１日（令和３年度の入札参加資格が決定されるまでの間は、当該決定の日の前日）までとする。

ただし、次に掲げる場合には、それぞれに定める日までとする。 

(1) 入札参加資格を付与された者が資格要件のいずれかに該当しなくなった場合は、市長が当該事実を確認した

日の前日 

(2) 当該入札参加資格に係る事業を継続していない場合は、市長が当該事実を確認した日の前日 

(3) 審査基準日が平成３０年１０月１日から令和元年９月３０日までの経営事項審査結果通知書等の写しを令

和２年２月末日までに提出しない場合は、令和２年度の入札参加資格が決定する日の前日 

６ 更生会社又は再生会社の入札参加資格 

  令和元年１０月１日以後に会社更生法による更生手続開始の決定が行われた者又は民事再生法による再生手

続開始の決定が行われた者については、当該更生手続開始の日又は当該再生手続開始の日を審査基準日として入

札参加資格を付与するものとする。この場合において、その者に既に入札参加資格が付与されているときは、入

札参加資格の再認定を申し出なければならない。 

７ 注意事項 

(1) 希望する入札参加資格に対応する建設業の許可及び経営事項審査（総合評定値の通知を受けているもの）を

受けていない者、市税等に滞納がある者並びに暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員（同条第６号に規定する暴

力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員を役員等（役員、支配人その他経営に事実上参加している者をいい、

非常勤である者を含む。）としている者については、指名競争入札に参加する資格を認めない。 

(2) 特殊工事の入札参加資格を希望する者は、通常の申請書類のほかに、別途定めた特殊工事関係書類を提出す

ること。 

(3) 公契連の統一様式での申請は、受け付けない。   

(4) 建設工事入札参加資格審査申請書及び特殊工事入札参加資格審査附属書類は、別々に綴じること。なお、フ

ラットファイルに綴じて提出する場合は、金属製金具を使用しないこと。 

(5) 申請書を郵便又は信書便により提出する場合は、書留又はこれに準じたものにより送付すること。この場合

には、令和２年２月２８日午後４時３０分までに到着したものに限り、受け付ける。 

◎ 除草業務等の委託業務については、物品・役務での申請手続を行うこと。 


